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「資源配分機構設計の一考察」
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木

老子，プラトンに見られるように古来，洋の東西を問わずより望ましい体制

への模索は，枚挙にいとまのない程間断なく試みられてきたし，又今後も人類

の歴史の続く限り試みられるであろう。

本稿で対象とするのは，それ等試みのうち，その発想をユートビア主義者，

特に空想的社会主義者の発想に依拠している試みである。つまり，何んらかの

主体の意志の下に現行の体制を望ましい体制に再構築し得る，という体制設計

(design）の発想をもっ試みである。ここで用いている「体制」とは，経済を

成立せしめているシステムの全体を意味し1），一般に「広義経済体制」と称せら

れているものである2)0 この広義経済体制に対して，物財の生産，分配，消費の
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みに内容を限定された「体制」は「狭義経済体制」と称される。この体制は資

源配分機構（希少資源配分の為の仕組み〉と同義に考えられることができる3）。

より望ましい資源配分機構三（狭義〉経済体制を設計しようとした1930年代

以降の試みを跡づけ，今後の資源配分機構設計の試みの為に，不完全ではある

が，ある程度の展望を呈示するのが本稿の目的である。

資源配分機構に関する論争は，これ迄三つの段階を経ている4）。

第一の段階は， 1920年代にミーゼス（L.E.von Mises）によって提起された，

いわゆる「社会主義経済可能性」をめぐる論争である。社会主義経済はその本

来的性格から財市場を有さないが故に財価格を合理的に決定する手段を持たな

い，従って，社会主義経済に於いては合理的資源配分が実現不可能である，と

ミーゼスは主張した。これに対して，ランゲ（0.Lange），ラーナー（A.P.

Lerner）は，擬似市場である，模索型資源配分機構を設計し社会主義経済での

合理的資源配分の可能性を主張した。論争一般に云い得ることであるが，この

資源配分機構に関する論争の場合にもその初期に後年の議論の対象となる重要

な問題提起がなされている5)0 例えば，ハイエク（F.A. von Hayek）は，

社会主義経済における計画当局の情報処理能力に疑問を投げかけた。つまり，

資源配分機構は経済環境の変化に対し自律的に適応することが要請されるが，

その為に必要な消費者，生産単位の特殊個別的経済環境に関する情報が完全に

計画当局に伝達され得ないのは明らかである，と彼は主張するのである。更ら

に彼は，計画当局の下す意志決定に含まれる不確実性の問題と資源配分機構に

おける誘因（incentives）の役割との重要性を強調した6）。この段階の論争の

結論は，ハイエクの提起した実践上の問題は残るにせよ，社会主義経済におけ

る合理的資源配分は理論上可能であるというものであった。

第二の段階は，大戦後の東西対立を反映したものである。合衆国，ソ連邦が

経済力を競い合うという状況の中で，経済成長率比較が経済学的考察の対象と

なり， 特に理論面では， 資本主義経済（市場経済）と社会主義経済（計画経

済〉との聞の効率性比較分析が展開された。この段階での論争の結論は，理想

的完全競争市場機能に依拠する資源配分機構と理想的計画当局に依り制御され

る資源配分機構とは共に資源配分に関して最大限のパレート効率性を示す，と
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いうものであった。

第三の段階で、は，両資源配分機構が資源配分に関し同ーの効率性を発揮する

ということを前提にして，その為に要するコスト比較が論議の対象となった。

つまり，両資源配分機構がそれぞれ運営に必要とするコストを必要情報量で比

較するという，情報効率性比較分析が関心の的となった。この段階での結論は，

理想的完全市場機能に依拠する資源配分機構の運営に要する情報が没個性的情

報で済むのに対して，理想的計画当局により制御される資源配分機構の運営に

要する情報は，その意志決定構造における集権度が高まれば高まる程，個性的

情報であることが要求される，というものであったが。

以上述べた如く，狭義経済体制論としての資源配分機構に関する論争は，実

現可能性に関する論争の段階，物的効率性に関する論争の段階，情報効率性に

関する論争の段階とし、う，三段階を経てきている。

このような経緯をふまえてこれ迄に設計されてきた資源配分機構の中，系譜

上重要かつ基本的な位置づけが与えられている資源配分機構をとりあげ，それ

等を資源配分機構誘導手段に依り分類，整理をすることで本稿を展開すること

にする。

〔注〕 1）経済システムの他に，例えば，文化システム，政治システム。
2〕村上一西部〔10〕ppl-3，本稿r.
3）同〔10〕ch.1. 

4）同〔10〕ch.1. 

5〕Ruys〔11〕ch.羽．

6）本稿においては，乙ζで挙られている計画当局の情報処理能力，動態的経
済環境，不確実性への対応については言及されていない。

7）情報が没個性的情報であるとは，その情報が特定主体に対してのみ有意味
であるのではなくて，関連全主体にとり有意味である乙とを意味する。例え
ば，市場における価格，数量がそれにあたる。情報が侶性的情報であるとは，
逆に，その情報が特定主体に対してのみ有意味である乙とを意味する。例え
ば，特定生産単位l乙対する特定産出財の特定量生産の指令。

I 資源配分機構の基本構造

従来，経済学（新古典派経済学〉においては，既存の資源配分機構（市場機
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構）を所与の条件と看倣し，その下での経済状況を示す変数に関して論んずる

ことに主眼がおかれてきた。しかるに本稿においては，資源配分機構そのもの

を可変なるものと看倣すこととする。つまり，何んらかの基準（評価基準〉を

満たす，又は，何んらかの規範に適合するように資源配分機構を設計し得ると

考えるのである 1）。

A 資源配分機構のパラダイム

上述の問題意識にそい資源配分機構を設計するに際し，第一に問題となるの

は，資源配分機構をし、かにして理解するか，ということである。つまり，いわ

ば，荏漢とした対象で、ある資源配分機構一般の本質を抽出し，種々の資源配分

機構がもっ特性を明らかにすることが肝要となるのである。

現在1佐立されている資源配分機構理解に関するバラダイムは次の様である

2) 

資源配分機構とは，生産，分配，消費に関する経済的決定を下す為に社会的

に確立された機構（a mechanism）であって， この機構は，情報構造（the

information structure〕，意志決定構造 ( the decision綱makingstructure) 

誘因構造（theincentiv巴 structure〕と称される，三構造から成る。

情報構造は，経済活動に必要なd情報の収集，伝達，蓄積，分析，改訂の為の

仕組み，回路を意味する。情報構造は，次に述べる意志決定構造，誘因構造が

適度に作動するような望ましい形態をしていなければならなし、。従って，情報

構造は，資源配分機構において枢要な位置づけを与えられているのである。

意、志決定構造は，当該経済を構成する主体の経済活動に関する意志決定を下

す為のルールの集合を意味する。意志、決定構造には，主体間に階層が存在する

意志決定構造と階層が存在しない意志決定構造とがある。意志決定構造に階層

が存在するとは，各主体が直接的優越性を，そして直接的被優越性を有するこ

とである。即わち，全関連主体を組み込むような，権威の垂直的鎖が意志決定

構造に存在することである3）。意志決定構造に階層が存在しないとは，上述の

意味での優越・被優越関係が存在しないことを意味する。従って，意志決定構

造は，当該経済を構成する主体問に意志決定権威を配分する。

誘因構造は，他の主体により選択された経済活動の結果に影響を及ぼす，或
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る主体により操作され得るノレールを意味する4）。

このような資源配分機構に関するパラダイムに立脚することによって資源配

分機構を次のようにイメージすることができる。資源配分機構とは，当該経済

を構成する各主体が一定ルールにのっとり意志決定を下し，それを一定の仕組

みを通して相互に伝達し，交換し合う。その結果各主体総体としての君、志決定

の結果である資源配分が決定され，その下で、の各主体の経済活動評価が一定ル

ールにより影響を受けるといった，ルール，仕組みのあつまり， 「制度」であ

る。

B 情報構造・意志決定構造

資源配分機構においては，当該経済を構成する各主体が意志決定構造にのっ

とり自らの経済活動に関する意志決定を下し，情報構造にのっとり他の主体に

それを伝達し（情報伝達〉，交換する（情報交換）ことが最も基本的な作業で

あるということから，以下情報伝達，情報交換を支える情報構造とその下での

意志決定のルールの集合で、ある意志決定構造についての説明をまず展開するこ

ととするの。

仮定1 当該経済を構成し， 情報伝達・交換を行い， 意志決定を下す主体

は，計画当局，生産単位，ヘルムス・マンである日）。以下，特にことわらな

い限り，計画当局とへルムス・マンとは同一主体と考える。計画当局を 0'

ヘルムス・マシをH，各生産単位を 1で表わし， i= 1, 2，・・・， n左し，

{ 1, 2，…， n} = Iとおく。

仮定2 計画当局は， 当該経済総体としての目的， 財の初期賦存量，産出

許容集合に関し完全知識を有するが，他の主体に関しては全く知識を持たな

し、。各生産単位は，自らの技術的可能性に関してのみ完全知識を有する。

仮定3 情報交換は必ず計画当局を経由し，各主体は必ず計画当局からのみ

情報を伝達される。

情報交換の行われる時をプロセス・タイム（process time) , 情報交換の
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始まる時（ t ＝口〉を初期時点， t=Tで情報交換が打ち切られた場合Tを継続

期間〔duration）とそれぞれ称する。

仮定4 情報交換が t=Tで終了すると計画当局に蓄積された情報に基づき

各生産単位の活動計画が計画当局により決定されると考える。

計画当局は， 各プロセス・タイムにおいて他の主体に対し情報を伝達する

が，それは特定内容をもっ符号化されたものでなければならない。その符号化

された情報を問。Ct ）で、表わし，それは Moで表わされるある符号の集合の要

素であるとする。

生産単位は， 各プロセス・タイムにおいて計画当局に対し情報を伝達する

が，それも特定内容をもっ符号化されたものでなければならなL、。その符号化

された情報を m;( t ）で表わし，それはMで表わされるある共通の符号の集合

の要素であるとする。

情報構造において情報交換の開始されるルールを初期ル｛ルと称する。初期

ノレールは計画当局が m。（口〕をM。から選択することである。

情報構造において第 i生産単位が各プロセスタイム tC t三三日〉でm;(t〕を

決定するノレール，つまり隅i( t〕をMから選択するルールを反応ルール

(response rule）と称し， fiで表わす。つまり，第1生産単位は，プロセス・

タイム t迄に計画当局から受けた情報蓄積： M0(t)=(m0〔τ〕〉：ご：（但し， T

>tの場合には， m。（τ）＝ φ〉に反応し，計画当局に伝達する情報を自らの経

済環境： ei （第 i生産単位の技術的可能性）を加味して選択する。このことを

形式的に表記すると， 間 Ct) = f 1(M。（ t);e；）.さて，反応ルールfiが資源

配分機構における普遍性を有するノレーノレであり得る為には特殊個別的生産単位

第 i生産単位のみならず他の任意の生産単位も又fiを遵守しなけれぽならな

い。つまり，

Ji=/1＝…＝I十 1=fも十1＝・・ニIn=!

でなければならない。従って，以下

m ( t) =I (M。（ t ) ; e1) (Vi E I) 

と表記する。即わち， fは生産諸単位共通に定められた意志決定のノレールを意
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味している。

情報構造においてプロセス・タイム t(t>O）で計画当局が m。（りを決定

するルール， つまり m。Ct）をM。から選択するルールをコントロール・ルー

ルと称し φで表わす。 仮定からして計画当局から伝達される情報の意義は各

生産単位にとってのみ利用可能な情報を全主体にとり利用可能な情報に変換す

ることにある（個別的意義を有する情報の社会的意義を有する情報への変換〕。

従って， コントロール・ルールにおける計画当局による伝達情報の内容決定

は，計画当局が情報交換初期時点において有した当該経済環境： e。（当該経済

における財の初期賦存量，産出許容集合，当該経済総体としての目的）とプロセ

ス・タイム tまでに各生産単位から計画当局へ伝達されて蓄積された情報とに

依拠する。いまプロセス・タイム tまでに各生産単位から伝達され，計画当局

に蓄積された情報を翌（t)= (m1（τ），・・・， mi (i＂），・ 1 mn(-.)) ~:'; （但し，－.＞
tの場合にはm（τ）＝φ（ViEI）で表わす。なお計画当局は過去において自らが

伝達した情報を蓄積していると考えても妥当であろうから，コントロール・ル

ールにおける計画当局による伝達情報の内容は，形式的には

問。（t+l)＝φ（M。（t ) , M ( t ) ; Co) 

と表記される。

情報構造においてプロセス・タイムTで計画当局が（M。（T),M(T））にその

時点での各生産単位の生産計画： x(T)=(x1(T），…， Xi(T），…， h〔T））を対応

させるルールを決定Jレール（decision-makingrule）と称し， φで表わす。形

式的には，

X (T) ＝φ（M0 (T) , 1!, (T) ; eo) 

と表記される。 すなわち， φは当該経済の生産，消費，分配の在り方に関す

る，計画当局の意志決定のルールを意味している。

従って既述の内容を有する情報構造をロで表記すると， TI==(M0,M,f，仇φ〉

と表わされる。

C 誘因構造

決定／レールの結果が履行される為にはそれが各生産主体に自発的に受け入れ

られること，つまり，決定ノレールの結果の実施に関する合意の形成されること
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が必要とされるが，それを保証するのが誘因構造であるれ。

決定ルールの結果に対する各生産単位による合意の形成は， ( i）各生産単

位が構成する当該経済の活動の結果として得られる物的報酬がそれ等主体に帰

属する。 (ii）決定ルールの結果の実施が各生産単位に対して，組織上の制約

（後述のT制約集合），経済環境の制約（技術的制約〉の下で，最大報酬をも

たらす場合に形成される。資源配分機構設計における誘因構造の問題は，報酬

をもたらす仕組み（報酬体系〕がいかなる構成で，いかなる性質を備えている

のか，そしてその仕組みが各主体の個別的誘因（反応ルール〉と両立し得るか

杏かということである。報酬体系が各主体の反応ルールと両立し得ない，つま

り各主体が定められた反応ルールから逸脱する（虚偽の情報を伝達する〉こと

でより望ましい報酬を獲得し得ることが確実である場合にはその資源配分機構

は形骸化して最早維持され難い。

以下，誘因構造についての説明を行うこととする。

仮定5 継続期間Tの時， 第i生産単位に対する報酬はある数値指標 φ？に

よって測られる。

仮定6 継続期間Tにおける各生産単位の期待可能報酬指標値は，各生産単

位の生産活動のみに依拠し，他の生産単位の生産活動には全く依拠しない。

仮定7 計画当局が各生産単位に対する報酬体系を管理する場合，計画当局

は各生産単位の経済環境を直接知る必要はなく，プロセス・タイムで得られ

る外生的知識に依拠することで足りる。つまり，各生産単位に対する報酬は

計画当局が蓄積した情報とeoとに依拠すると考える。

以下，上述の三つの仮定を満たし，かつ第i生産単位の活動Xtの評価を報酬

の測定量とする。？が

φ？＝（π1 (M。（T), M (T) ) ・玄！）

で表わされるとする。 ここで π？を，rT＝町（Mo〔T), M (T) ）と表わし

第i生産単位に対するTー評価ベクトルと称する。この線型報酬指標は適用さ



「資源配分機構設計の一考察J - 65ー

れる経済環境によっては実践上問題が生ずる。 生産単位の生産可能集合が凸

性を欠如している場合がそれにあたる8）。 この問題は， T戸制約集合（T-

constraint set）と称される財空間の部分集合 biに各生産単位の生産活動領

域を限定することで解決され得る。計画当局が報酬体系を管理していると考え

るから， biは， プロセス・タイムにおいて計画当局に蓄積された情報により

規定される。すなわち，

bT＝χ1(M。（T), M(T)) 

従って，計画当局により管理されている報酬体系をρで、表わすとすると，

p= CχI，・1χi…， χn; n'J，…， πi…， πn) 

と表記される。

仮定8 biは，決定ノレールの結果 Xi(T）を含み，当該経済に存在する財の

個数をnとする時， 1!Co亘！！三豆n）個の不等式を満す点から成る。

仮定9 b Tは何んらかの強制手段により常時実現可能であるとする。

biを規定する不等式数2を第 i生産単位の活動選択の制約度（thedegree 

of constraint）と称する。任意の報酬体系pの下で、の生産諸単位中最大の制約

度をその報酬体系pが課する制約度と称する。 プロセス・タイムTで第 i生産

単位が， 任意の報酬体系ρの下で、個別的誘因に従って選択する生産活動計画

X1(p)(T）とは次のようなものである。経済環境的制約X1（第 i生産単位の生

産可能集合〉と組織的制約 biの下でT一報酬指標 φT= cπi • X1) ; X1εX1n 

川、を最大にする生産活動計画である。 報酬体系pの下で、第 i生産単位が確実

に実施するのがこの x;(p)(T）である。 x;(p)(T〕の組を X.(p〕〔T)=(x1(p) 

(T），…， X1 (p)(T），…， Xn(p)(T)) とするとき，決定ルールの結果として

の生産計画 X(T）との関係が制約度fの pの下で x(p)(T）注x(T）となる場

合決定ルールの結果は制約度Eにおいて支持可能であると称する。

報酬体系pの構成要素であるT一制約集合biとTー評価ベクトルπ：とはそ

の作り方からプロセス・タイムT迄に計画当局に蓄積された各生産単位からの

情報に依拠している。従って，第 i生産単位は虚偽情報を伝達することにより
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／＼ 

自らにとり有利となる pを構成することが可能となる。 いま虚偽情報を m1
.A. 

( t），その際の反応ルール（情報操作〉をfとすると M ( t) の場合と同
様に

/, ／＇、／＼

型ct) = C m1 Cτ），…， m1 （＂），…， mn （τ〕）：＝：

とおくことができるから，

五？＝ χ1(M。（T) • M (T〕）

ヰ？？＝ π1(Mo (T〕，鼠（T)) 

であるbT，π？を考えることができる。全てのT （口三五Tく∞〉に対して

1よT三bL （五？？〕 ＋孟 （π？） ＋， （主？）ー孟 （π？〕ー
であって，少くとも一つのTに対して

AT  T 
b；コbi 

となるようなfiが存在するとき， 第 i生産単位の反応は， Cー偏奇 cc-
biased）の可能性があるとしづ。つまりCー偏奇は第 i生産単位の情報操作に

依って第 i生産単位にとってのT一制約集合が拡大されることを意味する。又

少くとも一つのTに対して

AT  T AT 中

（πi ）＋詮（π；）＋and/or （πi)－三三 （π；） 

／＼ 

であるような／ iが存在するとき， 第 i生産単位の反応は， 7!－偏奇（π－
biased）の可能性があるとし、ぅ。つまりだー偏奇は第 i生産単位の情報操作に

依って第 i生産単位にとってのTー評価ベクトルが有利に操作されることを意

味する。

〔注〕 1)Hurwicz〔5〕．

2) Conn 〔3〕， Koopmans-Montins〔6〕．

3）階層の存在する意志決定構造において直接的優越性のみを有し被優越性を

持たない階層の頂点としての主体が有効に全ての決定を下せば，その意志決

定構造は完全に集権化されているといい，階層の最下層に在る主体lこ依り全

ての決定が下されれば，その意志決定構造は完全に分権化されているという。
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4〕乙の誘因構造よりも広い概念として動機構造（the motivation structure) 

がある。との構造はある主体が自らの目的達成に関して，｛也の主体の活動の

方法に影響を及ぼすことにより怠志決定権力を行使するルールの集合である。

5）以下の記述は青木〔1〕pp75← 86,Conn 〔3〕に依っている。

6〕「舵手jと訳されるべき仮惣主体で，当該経済を導くという権能を有する。

7）以下の記述は青木〔 1〕pp102-115！ζ依っている。

8）第 i生産単位の生産可能集合が凸性を欠如する場合， φ'f>oとなる保証
は必ずしも待られない。

TI 資源配分機構の基本的諸様式

以下では，これ迄設計されてきた資源配分諸機構を，その機構誘導手段によ

り，分類・整理する。ここでいう，機構誘導手段とは，資源配分機構をして所

望の資源配分状況を実現せしめる為のシク守ナルで、あって，価格，数量がそれに

あたる 1）。機構誘導手段として，価格と数量のみが用いられる理由としては，

それ等が容易に理解され，伝統的に用いられるということが考えられる。ヴァ

イツマンによれば次のようである。 『（価格，数量の他に〉より複雑なシグナ

ルの使用に付随して実際上費用がかかる。価格もしくは数量以外のメッセージ

を考察することが非経済的である程にその費用が大きい，と少くとも暗黙のう

ちに仮定している。これ等の費用をモデルに組み込むことは結構なことであろ

うが，何んらかの有意味な方法で行うことは困難である。』 2)

〔注〕 1 ）資源記分機構において用いられるシグナノレとしては価格，数量の他に価格

－数量の混合シグナJレが考えられる。これは価格，数量をいわば双士、rnJにシ
グナルとして用い忍のである。

2) Weitzman〔14〕p481，括弧内は筆者による。

A 価格誘導型資源配分機構

価格誘導型資源配分機構の立脚する発想、は次のようである。擬似市場

(like a market）資源配分機構においても，市場機能に依拠する資源配分機構

におけるのと同様の限界均等条件が満されるならば，パレートの意味での効率

的資源配分が得られる。

系譜的にいえば，価格誘導型資源配分機構は，ラシゲ（0.Lange），アロー
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CK.J. Arrow〕・ハーヴィッツ（L.Hurwicz〕による模索型資源配分機構と，

テーラー（F.M. Taylor）とその流れを混むマランボー 〔E.Malinvaud) 

による資源配分機構とに大別できる。

1 模索型資源配分機構1)

模索型資源配分機構設計の発想、はワルラス（L.Walras）模索過程（tato・

nnement process）にその源を求めることができる。 つまり， 財の粗代替性

(gross substitutability) 2〕の仮定の下で超過需要ベクトルをゼロならしめる

ように評価（価格）ベクトルを調整，決定することが計画当局に要請される。

仮定1 当該経済を構成する主体は，計画当局，へルムス・マンか，生産単

位 CI={ 1…1…n} ）である。

仮定2 消費財ベクトルをY=(Y1，…， Y j，…， Yn），消費財賦存ベクトノレを

W口〔w1，…， Wj，…，叩n)' 第 i生産単位の産出ベクトルを U，投入ベ

クトルを豆7，投入財賦存ベクトルを R=(Rn山一， Ru+j,・・・, RD+r）と表わ

す。当該経済に在る財には粗代替性が保証されている4〕。

仮定3 各生産単位の生産可龍集合 X1(ViεI〕は， 有界，聞かつ狭義凸

である。

仮定4 へルムス・マンの目的関数，即わち，社会的厚生関数u(y）は，連

続な狭義凹関数である。

模索型資源配分機構における情報構造・意志決定構造は次のようである。

計画当局が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において他の主

体に伝達する符号化された情報 mo(t〕は，財の非負の評価（価格〉ベクトル

で，

mo( t ) = ( P 1 ( t ) , …， P JC t) , …， Pn( t〕， Pn+1Ct), ・・，

Pn十j( t ），…， Pn+rCt)) =P(t) 

であり，それが要素である符号の集合M。は，
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M0= {m。（t)}= {P(t)} 

である。

- 69-

ヘルムス・マンが， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において計

画当局に伝達する符号化された情報間以t）は，消費財の純需要ベクトルで

mH(t) = ( Y 1 (t）ーw1，…， YJ(t) -WJ，・・・， Y n(t) -Wn) = (y(t) -w) 

であり，それが要素である符号の集合MHは，

MH= {mH( t) } = { (y( t ) -w) } 

である。

第 i生産単位が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において計画

当局に伝達する符号化された情報m1(t ）は，第 i生産単位の生産活動を表，わ

す投入・産出ベクトルで，

m1(t) =X1(t) 

であり，それが要素である或る共通の符号の集合Mは，

M=  {m1(t)} = {x1(t)} 

である。

初期ルールは，計画当局が評価ベクトルP(O）を公表することである。即わ

ち， m。（O)=P(o)

第 i生産単位の反応ルールは， プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）に

おいて第i生産単位が評価ベクトルP(t）の下で活動評価額（P(t〕・x(t ））の

最大になるような活動X1(t)(EX1）を選択することで，形式的には

m1( t) = /(M。Ct) ;e1) =x1(t) (ViEI) 

と表記される。ここで， Mo(t )=(P( o), P( 1），…，（P( t )), e 1 =X1.この場

合， X1がコンパクト，狭義凸であるから上述の条件を満たす Xiは存在し得る。

ヘルムス・マンの反応ルールは， プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…） 

においてあらかじめ定められた正の移転所得Eの制約内で，つまり（P(t) • y) 

=(P(t)•w+E）の制約内で社会的厚生関数 U(y）を最大にするような y( t ) 

を選択することで5），形式的には

mH( t) = / H (M。（t) ; eH) =Y( t) 

と表記される。ここで， M。（t ) = (P ( 0 ) , P ( 1 ），…， P ( t) ) , eH 
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〈ヘルムス・マγの経済環境） = (U, E, w) . 

そのようなyは存在し得る。

この場合， Uに関する条件から

コγ トロール・ルールは，計画当局がプロセス・タイム tにおいて公表した

評価ベクトノレを改訂することである。形式的には

m。（t十 1)＝ψ（Mo ( t ) , MR ( t ) , M ( t〕； e。） =P ( t + 1) 

と表記される。ここで， M。（t) = (P ( 0) , P ( 1），…， P ( t ) ) , MR( t ) 
n 

=(Y(O),Y(l），…， y ( t ）），現Ct ) = C.?;?f 1 C o ) , l~'f 1 C 1 ),…,,;~Xi 

(t)),e。＝ (w, R) . この場合，評価ベクトルの改訂は消費財評価〈価格：

PJ），投入財評価〈価格： Pn+J〕に関する次の改訂式に準拠して行われる。

{ P J ( t + 1 ) = 0 if P J ( t ) =0 and Y J ~ t ）くさわJ.+WJ

p j ( t十 1)-PJ (t) =CJ (YJ(t) -E:1J-WJ) 0伽 wise

’ ‘ 

飽！日t十 1)=0ぴPn+
Pn+J ( t + 1）一Pn+JCt) = Cn+JC"Ef in+J-Rn+J) otherwise 

ここで， CJ, Cn＋』は正の整数で、調整係数で、ある。

(V j) 

(vn+ j) 

決定ルーノレは，計画当局が当該経済における超過需要ベクトルをゼロならし

めるような評価ベクトル P＊を模索し，それに基づいて各生産単位の最終生産

計画が決定されることである。形式的には

問。（T)＝φ （M0 (T) , M:e: (T) , 聾（T) ; eo) = (x1 (T) , ・・，

X1 (T），…，玄n(T) ) =X(T) 

と表記される。ここで， M。（T)=(P(O), P(l），…， P( t），…， P(T)), 

MH(T) = (y(o〕， y(1），…， y( t），…， y(T)) , M(T) ＝（土x1(o) , 

,~1x1 C－.），…， "Ef1 Ct），…， Efi (T)) , e0= (w. R）・

この場合， F の存在が保証されているω。

模索型資源配分機構における誘因構造は次のようである。

模索型資源配分機構におけるTー評価ベクトル π？は

πI= n'1 (M。（T),M。（T)) =P (T) (Vi EI) 

となる。ここで、， M。（T〕＝ (P( O ) , P( 1 ），…， P(t），…， P(T)) , M(T）国

土X1( t) ，…， 呈X1(T) ) ，従って， T一報n n 

mx1 ( 0) , 'Ef i ( 1) 
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回Hφ？は

φf=(7l'1 (Mo (T), M (T）〕 ・xi)=(P (T)・x1);x1 εX1 ( V iεI) 

となる。模索型資源配分機構が適用される経済環境は仮定から凸性を満してい

るから， φT>Oで max¢；の存在が保証される。従って第 i生産単位の生産活
動選択に制約を課する必要はなく，第 i生産単位の活動選択の制約度はゼロで

ある。模索型資源配分機構に組み込まれた報酬体系ρは制約度ゼロ， Tー評価

ベクトルが P(T）であるような報酬体系である。

このような報酬体系の下での第 i生産単位にとっての個別的誘因に基づく期

待可能報酬は，

(P (T) ・ x1(p) (T)) = mヨxφf=max〔P(T)• X;) ; X1E-X1 (Vi CJ) 

である。しかるに，決定ルールの結果としてのm〔T）に対する報酬（P(T) • 

X1(T〕）も

(P (T) • x1 (T) ) = m丑X(P (T). Xj〕； X；εX1 (ViE-1) 

で， (P(T) ・ x1(p) (T)) = (P(T〕・ x;(T〕〉． 従って， X1(p) (T）与三五1(T) 

(ViE-1）であるから決定ルールの結果は， 制約度ゼロにおいて支持可能で

ある。

模索型資源配分機構の誘導手段である評価（価格〉ベクトルが当該財の超過

需要に感応して調整されるが故に第 i生産単位は財の供給（需要〉量をノレール

で定められたものより小さくすることによりより高い評価ベクトルを得ること

が可能となる。つまり

／＼占／＼／＼ム

xi (t) =m; (t) =f  (M。（ t ) ）くXi〔t〕＝m1(t)=f(M。（t);e;)

and 
／ヘ、／＇－ /'-

-xi (t) =m1 (t) =! (M。（ t))>-x1(t)=m;(t)=f(M。（t);e1)

{). 

／＼ ／＼ ノヘ、 ／＼ 

(P1 (T) , ・・, Pj (T) , ・・， Pn (T) ) =<I> (M。（T), MH(T) , M (T); 
戸、d

e。）＞（P1(T），…， Pj(T），…， Pn(T））＝φ （M。（T),MH(T), M(T), e。）

and 

／＼ ノ＼ ノヘ
(Pn+l (T），…， Pn+j (T），…， Pn+r (T) ) =<I> (M。（T)' 
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貧（T) ; eo〕く（Pn+l(T），…， Pn+j (T），・，…， Pn+r(T）〕＝

φ （M。（T), M(T) ; e。）

従って， 模索型資源配分機構においてはpとfとの聞に万一偏侍性がある。

〔注〕

1 ) Arr_ow-Hurwicz〔2〕， La昭e〔8〕．

2）『…粗代替性（Gross Substitutability）とは，当該の経済が｛ 1, 2, 

n｝のどの 1対の財についてもそれらが互いに粗代替肢となるような性質を

満たしていることをいい，その場合の粗代替財の定義は社会的な超過需要関

数E1(P1, Pz・ .. ・・・, Pn) ( i = 1, L ……， n〕 について行なわれる。

いまある任意の財iの価格を除いて，｛也のすべての貯の価格が不変にとどま

り， P1のみが騰貴したとき，価格が， 不変にとどまる財の超過需要がすべ

て増加するようであれば，その経済体系は粗代替性を満たすという。」福岡

E夫「一般均衡論J （創文社， 1979)P .273. 

3 ）ランゲの場合には，ヘルムス・マンではなくて，配分者（thedistributor) 

という。乙れも又仮想的主体であるが，その機能はへムJレス・マンに同じで

ある。

4）この仮定は Arrow-Hurwicz〔2〕にはないc

5 ）同〔 2〕ではU(y1，…yj，…， Yn）－ ~Pjyjを最大化するとなっている。
j=l 

6）同〔2〕P.84. 

2. テーヲ｛型資源配分機構1)

テーラー型資源配分機構設計の発想！は次のようである。即わち，まず計画当

局が各生産単位に評価（価格〉ベクトルを通告する。次に生産単位はこの評価

（価格〉ベクトルに基づいて最適投入・産出係数を選択する。そして計画当局

はフル・コスト（full-cost）原理に準拠して評価（価格）ベクトル改訂を行う。

仮定1 当該経済を構成する主体は， 計画当局と生産単位（ 1={1,・・・,

i，…， n} ）である。

仮定2 消費財ベクトルをy＝〔Y1，…， Yj ，…， y n），消費財賦存ベクト

ルW=(W1，…， Wj，…， Wn），第 i生産単位の産出量をz：，投入財投

入ベクトルを玄7，本源財（労働〉としての投入財賦存量をLと表わす。 非

本源財の賦存量はゼロである。
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仮定3 各生産単位は，規模に関し収穫一定である技術を用いて唯一の産出

財を生産する。

いま， a Jiを第 i生産単位において第 j財に対して適用される技術係数と

し，そのベクトルを ai，そしてその集合を Aiで表わす，なお便宜上 aj i三

bji, aL;'==C iとする。

仮定4 Ai (Vi三 I)は，閉集合で，全ての aiは，非負のベクトルで、ある。

全てのベクトルai （巴Ai)に対して， CIは正の数ーである。

この仮定の後半は，全ての財の生産には必ず本源財である労働を必要とする

ことを意、味している。

仮定5 計画当局は， Ai (ViEl）に含まれるベクトル a;( 0）と

X j ( 0 ) -_"E, b j i （口〕 xt(o) >o (¥f iεI) 

であるような非負のz:c口）とをあらかじめ知ってレる。
仮定6 産出許容集合Yは非負ベクトルyをその要素とし，そこで定義され

る社会的厚生関数U〔y）は連続である。

テーラー型資源配分機構における情報構造・意志決定構造は次の様である。

計画当局が，各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2, ・・・）において，生産単

位に伝達する符号化された情報 m。（ t ）は，本源財（労働）の評価（価格）が

1となるように正規化された場合の財の評価（価格）ベクトルで，

問。（ t) = (PC t) ; PL= 1) ; h~三日 (i=l.2, …11) ' PL= 1 

であり，それが要素である符号の集合M。は

M0= {m。（ t〕｝＝｛〔P( t) , PL= 1〕｝

である。

第i生産単位が，各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2, ・・・）において計画

当局に伝達する符号化された情報mi( t）は，採用しようとする技術係数で，

m1(t)=ai(¥i iεI) 
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であり，それが要素である或る共通の符号の集合Mit

M={mi(t)}={ad 〔ViE-1)

である。

初期ルールは，計画当局が本源、財の評価（価格〉を1に正規化した場合の財

評価（価格〉ベクトルを公表することである。即わち， m。（口） =(P(O), PLニ

第 i生産単位の反応／レールは，プロセス・タイム t(t=O, 1, 2, ・・・）に

おいて評価（価格〉ベクトル（P(t) ; h= 1 ）の下で当該財生産に要する費用

を最小にするような技術係数a1〔t〉をAiから選択することで，形式的には

m1(t)=/(M。（ t) ; ei) =a1 (t）εA  1(ViE:-I) 

と表記される。ここで， M。Ct)=(P〔0），…， P(t);PL=l), ei=A i・

コントロール・ノレールは，計画当局が第 i生産単位から伝達された技術係数

に依拠して技術係数ai ( t ）の下での生産の結果利潤（財の評価係数一生産費

用〉がゼロとなるような評価（価格〉ベクトルを決定することである。形式的

kこ』主

mo ( t十 1)＝や（M。（ t),M(t) ;e 。） = (P (t十 1) ; PL= 1 ) 

と表記される。ここで， M。（ t )=(P( O），…， P〔t); R= 1〕， M(t)=(a1(0), 

且1Ct 〕， …， a i Co), …， a 1 ( t ), …， Rn ( 口） ， ・・, an ( t 〕），

ea= (U. W. L) .なお， PjCt十 1）は， n個の方程式

P1 ( t + 1) = ~ PJ ( t + 1) b j; ( t ) +Ci ( t ) for i = 1，…， n 

を満たすn｛闘の非負の数である。

決定ルールは， 計画当局が継続期間中に各生産単位から伝達された技術係

数に関する情報の蓄積を用いて社会的厚生関数を最大にするような本源財（労

働）配分に基づく各生産単位の最終生産計画を決定することである。形式的に

l主

mo (T) ＝φ（M。（T), M (T) : e。；） =x(T) 

と表記される。ここで， M。（T)=(P( o〕， P(1 ），…， P(t ），…， P(T); PL= 

l),M(T)=(a1(0), a1(l），…， a I ( t ），…， a 1(T），…， a i ( 0 ) 

a i〔1〕，・・・， a; ( t ) , ・・・, a i〔T〕，…， Rn(O), Rn(l），…， Rn ( t〕
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e。＝ (U. w. L) . an (T〕），
，
 
．
 
．
 

・

これは，三つの段階を経る。

C i ）計画当局は，

Pi(T) = :EPJ(T) b Ji (T-1) + c 1(T-1) for i = 1，…， n 

を満たすn個の非負の数 PJ(T）を計算する。

(ii)計画当局は，

:EPJ(T)Y J三三1;y Jミ0

条件の下で， U(y）を最大にする n個の数 YJ(T）を計算する。

(iii）計画当局は， n個の方程式

YJ (T) =XJ (T) -:EbJ1(Tーl)xt(T) 

を満たす， n個の非負の数 Xi(T）を計算する。

テーラー型資源配分機構における決定ルールの結果は次のような特性を有す

(Vi El) 

る2）。

1）テーラー型資源配分機構においては，

y( 0）弓奇x1(0)+w 
ならtま，

Xi(T)EX1 (¥f iεI〕

y(T）豆足ftCT)+w

Y(T) EY 

が満される。

2）テーラー型資源配分機構においては，

y( 0）孟完了1Co )+w 

ならば，

三五U(y (T) ) u CY Co) 〉三五UCY C 1) ) 三五
である。

3）テーラー型資漕、配分機構においては，

y( 0 ）孟~x1(0) +w 

ならば，
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T－＝のとき， U(y (T) ）→ Sup U (y) 

である。

口
Z一手
::; 

テーラ｛型資源配分機構における誘因構造は次のようである3）。

テーラー型資源配分機構におけるT一評価ベクトル π？は

πf = ,r ;(M。（T), M(T)) =P(T) , 但し本源財価格は lとなる。ここで，

M。（T)=(P(o ), P〔1),・・・,P(t), ・・, P(T);PL=l), M(T)=(a1(0〕，

…a 1 ( t ），…， a 1 (T），…， a;(O), a;( 1），…， a i ( t ) • . .• 

品1C 1 ) , 

a 1CT) 

an (0), 

φ：は
an ( 1），・1 an (t), h 〔T)).従って， T－評価指標

φi= (,r; (Mo(T), M (T）〕.X；〕＝（P(T) ・ x;) (V i εI) 

となる。テーラー型資源配分機構が適用される生産単位にとっての経済環境は

規模に関して収穫一定であるから， X；をιι倍〔d.>O）した生産規模において

も生産は技術的に可能でφ？の値も d.,倍となる。 φY>oである場合には第 i生産

単位は無限に生産規模を拡大する性向を有する。従って，第 i生産単位の活動

選択の範囲に制約を加える必要がある。つまり第i生産単位への本源財投入に

上限を画することによって第 i生産単位の生産規模に制約を加えるのである。

Tー制約集合bTは
回 一 一b1= {x;I-XLi；手 XL; (T)} = {xix 1, E与三XLi (T)} (ViEI) 

で第i生産単位にとって活動選択の制約度1 (ViヨI)である。テーラー型資

糠配分機構に組み込まれた報酬体系pは，制約度1,T－評価ベクトノレがP(T)

（但し，本漉財評価が 1)であるような報酬体系である。

このような報酬体系の下での第 i生産単位にとっての個別的誘因に基づく期

待可能報酬は，

(P(T) ・ x;(p) (T))= m,xφT = max (P〔T〕・x;) ;x;EbT(ViEI) 

である， しかるに決定ルールの結果としての引け）に対する報酬（P(T）・

X;(T））も

(P (T) ・ x;(T〕） = max (P (T)•x;) ;x;EbT (Vi EI) 

で， (P(T）・ x;(p)(T))=(P(T]• x;(T））.従ってx;(p)(T）主主X；〔T〕（ViEI) 

であるから決定ルールの結果は，制約度1において支持可能で、ある。
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テーラー型資源配分機構においては， pとfとの聞にC 偏惰性がある。つ

まり，
A.，戸市 ／＼ 

b jコb; and P (T) =P〔T)

となる可能がある4）。

〔注〕 1）ζのテーラ－I¥＇！資源配分機構と称される資源配分機備は，そのアイディ了
をTaylor〔12〕IC，数学的定式を Malinvaud〔9〕ir負っている。

2）日〔9〕pp189-195.

3〕青木〔 1〕ppl29-p131.

4 ）同〔 1〕 p131.

3 マランボー型資源配分機構1)

マランボー型資源配分機構設計の発想は，計画当局が生産単位の生産可能集

合について逐次的により詳細に学習を行う，ということにある。つまり，継続

期聞を通じて計画当局は，生産単位の生産可能集合を連続的に，より精確に，

近似することが可能となるようなデーターを収集するのである。このことが同

じ価格誘導型資源配分機構範障であってもマランボー型資源配分機構と模索型

資源配分機構との聞に一線を画することになる。

仮定1 当該経済を構成する主体は，計画当局と生産単位（ I={ 1，…， i, 

n} ）である。

仮定2 各生産単位の生産可能集合Xi(ViE I）は， 有界， 閉かつ11l_iで、あ

る。

仮定3 消費財ベクトルをy=(Y 1，…， Y i ，…， y n〕，消費財賦存ベク

トルをW=(W1，…， W; ，…， Wn），第 i生産単位の産出ベクトルをxt,
投入ベクトノレを玄Jと表わす。投入財はr個（n+ 1，…， n十I，…， n+ 

r）存在する。

仮定4 計画当局は，一つの達成可能な初期消費計画y(O)(=I:x;(O）十w)

を知っている。
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仮定5 産出許容集合Yは閉かつ凸で，社会的厚生関数 u(y）は連続な凹

関数である。

マランボー型資源配分機構における情報構造・意志決定構造は，次の様であ

る。

計画当局が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…〉において各生産単

位に伝達する符号化された情報 m。（ t ) は， 財の評価（価格〉ベクトルで、あ

る。なお，この評価（価格〉ベクトルはその和が1となるように正規化されて

いると考える。

問。（ t ) = C P1 C t ) , ・ .. , P j C t ) , …， Pn(t), Pn+l(t), ・・，

Pn十j( t〕，…， Pn+rC t ) ) 

=P(t); P1(t) ＋…--IPj(t）＋…＋ Pn〔t)+Pn+1Ct) 

十…＋P n+j ( t ）十…＋Pn+r〔t)= 1 

であり，それが要素である符号の集合M。は

Mo= ｛問。Ct ) } = {P( t ) } 

である。

第 i生産単位が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において計画

当局に伝達する符号化された情報 m;(t ）は財の需給ベクトルで

m;(t)=(xi(t），宜－；－ct ) ) = X; ( t ) 
であれそれが要素である或る共通の符号の集合Mは，

M=  {mJt〕｝＝｛X;(t〕｝

である。

初期ノレールは，計画当局が財の評価（価格）ベクトルを各生産単位へ伝達す

ることである。即わち，問。（o )=P〔0), 

第 i生産単位の反応ルールは， プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…〕に

おいて財の評価（価格）ベクトル p( t ）を所与として評価額〔P(t ) • xr）を

最大にするような玄iを xiの中から選択することで，形式的には

mi(t)=f(M。（ t ) ; e;) =X; ( t ) ( ¥f i E I ) 

と表記される。ここで， M。〔t)=(P〔o), P( 1），…， P( t )), e; =X；・

さて， プロセス・タイム t(t=O, 1, 2, ・・j終了後計画当局は第 i生産
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単位の生産可能集合X1を

X1(t)= {x1 lx1＝ふ1Cz-)x1（τ）；お（z-)= 1, 71.1(z-）迄O}.,;n J;O 

で近似することが可能である。何故ならば， L は凸集合で， x1（τ〕EX1(z-) 
(z-=O, 1，…， t ）であるから Xi( 0 ), X1 ( 1 ），…， X1( Z"〕，・・・， X1 ( t ）の非
負一次結合も又 L に含まれるからである。この手続きを図示すると次のよう
になる。

、、、、、、 、、

u
 

n
M
E
 n
 

－nu 

‘‘ 

．． 
、、
λ
リ－

、、
L

い－

＼

－

x
－
 

＼
 

＼
 

＼
 

＼
 、

、、、X, 

input 

JI • 1図

＝コ〉

input 

output output 

P(l) 

。
JI・2図

output 

。
コントロール・ルールは，プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において
計画当局が各生産単位の生産可能集合に関する近似知識を基にして財評価（価
格〉ベクトルの改訂を行うことである。形式的には
m0( t + 1 ) =,P (M。Ct），翌（ t ) ; e 0) =P ( t + 1 ) 
と表記される。ここで， M0(t ) = (P( o ), P( 1 ），…P( t )), ~( t )=(X1( O ), 
X1( 1 ), …， X1 ( t ) , ・・・， X1( O) , 玄1C1 ), …， X1( t ), …， Xn( 0 ), Xn( 1 ), 
・・・， Xn( t) , ). e = (Y, U, w) • この財評価（価格〉ベクトルの改訂は次の



- 80ー 経済論究 49 号

二つの段階を経て行われる。

( i〕計画当局は制約条件

yEY 

XiEXi(ViEI) 

Y三五:Ex1+w 

の下で， u（討を最大化する。

(ii)計画当局は，条件

(cf.,) U (y) >U (y( t ））である全ての y(EY）に対して， (P( t + 1）・

y) > (P( t + 1) ・ y ( t) ) 

（。〉全ての X1EX1(t）に対して，

(PC t + 1）・ Xi( t ) ）ミ（P(t十 1)' X1) ( V i E I ) 

〈σ）yく:Ex1十wで、ある，全ての iに関しては， P1(t) =0 

を満し，非負の正規化された財評価（価格〉ベクトノレを決定する。

決定ルー／レは，計画当局が継続期間中に蓄積した各生産単位の生産可能集合

に関する近似知識を基に各生産単位の最終生産計画を決定することである。形

式的には

m。〔T)＝φ （M。（T), M(T) ; e。） =x(T〕

と表記される。ここで， Mo(T) = (P(o), P(l），…， P(t），…， P(T), 

曳（T)=(X1(0),X1(1), ・・・, X山〉， ・・， X1(T), …， X1(0), X1(l), ... , X1 

Ct），…， X1(T），…， XnC O ) , XnC 1 ），…， Xn( t），…， Xn(T)) , eo= (Y, 

U. w）.これは制約条件

yEY 

XiEX1(T) (ViEI) 

y孟~x1+w

の下でu(y）を最大化することで得られる。

マランボー型資源配分機構における決定ルールの結果は，次のような特性を

有するか。

1)マランポー型資源配分機構においては，

y( 0) 三玉~X1( 0〕+w 
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ならif,

X;(T) EX; (Vi EI〕
n 

y (T) 三玉三：xi(T〕+w 

y (T) EY  

が満される。

2）マランボー型資源配分機構においては，

n 
y(o〕豆I.;x;(0）十W

ならば，

U (y( 0〕） 孟U(y( 1 ) ) 三三…三玉U(y(T) ) 

である。

3）マランボー型資源配分機構においては，

y( 0）豆I.;x;(O）十W

ならば，

T→∞のとき， U(y(T) ）→ sup U (y〕

である。

マランボー型資源配分機構における誘因構造は次のようである3）。

マランボー型資源配分機構におけるTー評価ベクトル π？は

π'f=n-; (M0 (T), M (T)) =P (T) 

81 -

となる。ここで， M。（T)= (P( o ), P( 1 ），…， P(t），…， P (T)) , M(T) 

= (X1( 0), X1( 1 ), ・・, X1( t ), ・・・, X1(T), …， X1( o〕， X1 ( 1 ), ... , X;( t ), 

・， X;(T），…， Xn(0〕， Xn(1），…， Xn( t），…， XnCT)). 

従ってT 報酬指標dは
φT = ( n" i (M。（T),M 〔T))・ x;) = (P(T〕・x) ;x;EX1 (Vi EI) 
となる。マヲγボー型資源配分機構が適用される経済環境は仮定から凸性を満

しているからφT>oでmaxc/>iの存在が保証されている。 従って第 i生産単位
の生産活動選択に制約を課する必要はなく第 i生産単位の活動選択の制約度は

ぜロ（ViEI）である。 マランボー型資源配分機構に組み込まれた報酬体系p
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T一評価ベクトルがP(T）であるような報酬体系である。

このような報酬体系の下での第 i生産単位にとっての個別的誘因に基づく期

待可能報酬は

(P(T) ・ Xi(P) (T)) =maxφf = max (P〔T)• Xi) ; X1EXi (Vi El) 

である。

ここで考察をこつの場合に分ける。

は制約度ゼロ，

λ1(-r)=O(V Tキt) 

である場合，即わち，決定ノレールの結果としてある特定のプロセス・タイム

t における第 i生産単位の需給に関する情報が採用された場合。第 i生産単

位に関する決定ルールの結果は

( i ）決定ルールの結果が，ある tについてん（ t〕＝1,

であるから，現行の場合の条件を用いると

xi(T) =x;( t〕＝X1(t) EX; 

である。それについて

(P(T)•Xi(t))=m乱X (PC t ] •x1) ;x1EXi (V i巴 I)

である。一方

(P(T) ・ x1(p)(T）〕＝（P(t) ・ x1(p)( t ))=max (P( t) ・ Xi)=max (P(T) ・ X1 

であるから，

(P(t)・xi(p）〔 t))=(P(t)・xi(t）），従ってXi(P〕Ct）詮Xi〔t)(ViEl〕

が得られる。従って（ i ）の場合には決定ノレーノレの結果は，制約度ゼロにお

いて支持可能である。

(ii)_二つ以上の tについて AiC t )> oである場合，即わち，決定ルールの

結果として二つ以上のプロセス・タイムにおける第i生産単位の需給に関す

T T 
X;(T) = I.:λ1Ct) X1(t〕， Zλi〔t)= 1 

Xi(T）において Xi(T〕に対し最大の評価額をる情報が採用された場合，

もたらすとは限らない4）。

マランボー型資源配分機構においては， pとfとは両立的である。

〔注〕 1) Malinvaud〔10〕．

2）同〔10〕pp201-202.

3）青木〔 1〕pp140-141.
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4）同〔 l〕p140.

B 数量誘導型資源配分機構

数量誘導型資源配分機構設計の依拠する基本発想には2種類ある。いずれに

せよ，現実の社会主義国においては資源配分機構の基本的誘導手段として価格

が用いられていない，とし、う事実認識に基づいている。

第一の発想とは次のようなものである。 即わち，計画当局は， 見積り価格

( quoting price）を通告する代わりに， まず各プロセス・タイムを通じて各

生産単位間での全投入財の配分を提唱する。その後に計画当局は各生産単位に

おける全投入財の社会的貢献度評価が可能となるような情報を受理し，最初に

提唱した投入財配分計画と比較した上で社会的貢献度の高低に従って投入財配

分を異動させて，目的関数値（社会的厚生函数値〉を確実に増加せしめるので

ある。

第二の発想とは次のようなものである。即わち，計画当局が，各生産単位の

生産可能集合についての情報を蓄積し，それに依拠して何んらかの基準から決

定される各生産単位の生産目標を指示する。その場合，計画当局から指示され

た生産目標が当該生産単位にとり生産可能であるならその日様は実施目標とし

て当該生産単位に適用されるし，生産不能であるなら計画当局は当該生産単位

の生産可能集合についての知識の修正を行うよう努力をするのである。

〔注〕数量誘導型資源配分機構を「命令」型資源配分機構とも称する。

1 物財バランス型資源配分機構1)

数量誘導型資源、配分機構の中，社会主義国において基本的に用いられている

のが，物財パランス型資源配分機構である。

仮定1 当該経済を構成する主体は， 計画当局と生産単位（ I={1, ・・・, 

i，…， n} ）である。

仮定2 各生産単位は，投入・産出構造を有する。

仮定3 各生産単位は，計画当局から課せられた生産目標に対する超過達成
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についてボーナスを支給される。

仮定4 消費財ベクトルをy=(Y1，…， Y j，…， y n〕，消費財賦存トクト

ノレをW=(W1，…， Wj，…， Wn），第i生産単位の産出ベクトルをXi,

投入ベクトルを X；と表わす。

物財ノミヲンス型資源配分機構における情報構造・意志決定構造は次の様であ

る。

計画当局が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において各生産単

位に伝達する符号化された情報 m;(t jは，各生産単位における個別的産出ベ

クトルで、

問。（ t)= (xi(t），…， x：〔t），…， xt ( t ) ) =x+( t ) 
であり，それが要素である符合の集合Moは

Mo= {mo( t ）｝ロ｛x+(t ) } 

でトある。

第 i生産単位が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において計画

当昂に伝達する符号化された情報 mi(t 〉は，計画当局から伝達された生産目

標訂（t）に対応する投入財必要投入ベクトルx;(t ）で，

間iCt)=X; (t) 

であれそれが要素である或る共通の符号の集合Mは，

M= {m0(t)} = {x;(t)} 

である。

初期ノレールは，計画当局が，消費需要ベクトノレ y(0〕に見合う財の総生産目標

ベクトルピ（ 0) ＝戸別Co〕を決定することである。即わち， mo(0) ＝ピCo).

各生産単位の反応ルールは， プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…〕にお

いて計画当局から伝達された生産目標記（ t ）が実現可能となるような投入財

必要投入ベクトルを計画当局に伝達することで，形式的には

問i(t) = f 〔M。（ t) ; er〕＝X;(t) (¥f1El〕

と表記される。ここで， M。（ t ) = (xi C O ) , xf ( 1 ），…， xf ( t)). e 1 ：第 i
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コントロール・ルールは，計画当局が第 i生産単位から伝達された投入財必

要ベクトル :Exi ( t〕に依拠して次の様なバランス・シート 2〕

第 j財

需要量；

最終需要量YJ( t〕

投入必要量コミ Xij （り

止止やへ主主
1ハ司口五孟

総生産量X;( t) 

賦存量Wj
JI . 1表

を作成し，各生産単位に対して新な生産計画を伝達することである。形式的に

は

問。（ t + 1 ) =1' (M( t〕， M(t);e0) =Xi(t+l) 

と表記される。ここで， Mo(t 〕＝ (x+( O) , x+( 1 ），…， x+( t ) ) , M( t ) 

=(-:Ex1(0), ヱユ X1(1），…，－:Ex 1( t) ) , ea=W.但しこの場合，

n . n 

Y ( t + 1) ~ Z:: Xi ( t + 1）十Z::x1(t+l）トw

である，達成可能条件が満されているとし寸保証はない。

決定ノレールは，計画当局が各生産単位の生産計画を達成可能条件が満される

ように決定することである。形式的には

m。（T〕＝φ （(M。（T),M〔T〕； e。） =Xi(T) 

と表記される。ここで， M。（T）＝〔x÷（0），豆＋（ 1），…， x+( t ), ... , x+(T)), M 

=(-Z::x1（口） , -:E x1( 1) -Z::x1(t ),…,-~ x1(T)), e。＝W,

但し，

n , n 

y (T) ＝記 Xi(T〕十ZXi〔T）→ w

となるように消費需要ベクトルが修整されているものとする。

物財バラγス型資源配分機構における誘因構造は次のようである3）。

物財バランス型資源配分機構におけるTー評価ベクトルは，生産の超過達成

に対するあらかじめ定められた第 j財単位当りのボーナス額PJで、T一報酬指標

（計画当局から伝達された生産目標の超過達成に対するボーナス総額〉昨は，
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同司 n , , 

ゅ；＝I::P1(X1j-X;j(T)) 
j -1 

となる。 物財パランス型資源配分機構が適用される経済環境し、かんに拘わら

ず，上のT一報酬指標表示式は線型であるから，技術許容範囲内で投入財投入

量増加に応じてφ？の値は無限に増大し得る。 従って， 第 i生産単位に対する

投入財投入に上限を画する投入財割り当てという形で第 i生産単位の生産活動

選択に制約を課する必要がある。 T－制約集合 biは，

bT= {xii x"i"三五－x"i"(T)} = {x;lx"i"孟x"i"(T)} (ViE I〕

で，第 i生産単位にとっての活動選択の制約度はr(ViEI)である。物財パ

ランス型資源配分機構に組み込まれた報酬体系pは制約度r,Tー評価ベクト

ル（単位当りボーナスベクトル） P(T）であるような報酬体系である。

このような報酬体系の下での第 i生産単位にとっての偲別的誘因に基づく生

産活動向（p)(T) と決定ノレールの結果としての第 i生産単位の生産活動計画

X1(T）との聞にX;(p)(T）豆X;(T〕（Vi EI）が成立するから，決定ノレールの

結果は制約度rにおいて支持可能となる。

物財バランス型資源配分機構においてはpとfとの間にC一偏惰性がある。

物財バランス型資源配分機構における第 i生産単位に対する投入財投入割り当

ては，反応ノレールからして第 i生産単位からの情報伝達によって決定されるか

ら，

主i( t〕＝蒜；（ t〕＝/;(Mo( t〕〕くx：〔t)=mi( t )=/ (M0( t) ; e;) 

とすること，つまり過大な投入財必要量を伝達することは，計画当局から諜せ

られた生産目標達成の為の制約条件が緩められるという意味で， 即わち bI，二

五？という意味で第 i生産単位にとり反応ノレールからの逸脱は個別的誘因にか

なうのである。

（注〕 l〕青木〔 1〕pp51-62.

2）同〔l〕p56掲載表．

3) I司〔1〕p107，例2; p113，例5.
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2 ヒール型資源配分機構1〕

ヒール型資源配分機構設計の発想は，既述の数量誘導型資源配分機構設計発

想のうち第一の発想に依拠している。

仮定1 当該経済を構成する経済主体は， 計画当局， 生産単位 CI={1, 

i，…， n} ）である。

仮定2 消費財ベクトルを y＝〔y1，…， Y i，…， Y n），第 i生産単位の

産出量を X7，投入ベクトルを玄i, 投入財賦存ベクトルを R=(Rn+l，・，
Rn+j，…， Rn+r）と表わす。当該経済には中間財は存在しない。

仮定3 各生産単位は唯一の産出財を生産する。第i生産単位の生産関数を

g iで，産出財量と投入財量との関係を

Xi =gi(Xi n+ !, ・・, X1 n十j,・1 Xi n十r〕 (ViE I 〕

と表わす。ここで， Xjn+j孟0,ilx-;-n九三三Rn+J(V n + j〕， giはその定義域

においてc1級で，その第一階偏導関数 gin+jC n + j = n ＋し…， n+ r）は

有限である。

仮定4 社会的厚生関数u(y）は， U(Y)=22Yiで、ある。

巳ール型資源配分機構における情報構造・意志、決定構造は次の様である。

計画当局が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において生産単位

に伝達する符号化された情報 m。Ct）は，各生産単位への投入財投入割り当て

ベクトルで，

m。〔t）＝（宜1(t），…， Xi ( t），…， x:( t ))=x-( t); X;n付与0,Z:x；川 j=Rn+J 

であり，それが要素である符号の集合M。は，

M0= {m。（ t ) } = {x-c t ) } 

である。

第 i生産単位が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…〕において計画

当局に伝達する符号化された情報mi(t）は， 計画当局から伝達された投入財



ロ= C 

投入量割り当ての下での最大可能な産出量と各投入財の限界生産力とで

m;( t) = cx:-c t) • gin+1C t）…， g in+jC t ），…， gin十r〔t) ) 

49 タb
Jい

zム
出IJ済経88 

それが要素である或る共通の符号の集会Mは，

M= {m;( t )} = {(xt( t〕， gin+1Ct 〉，…， gin+jCt ），…， gin+rCt)} 

であり，

である。

初期ノレールは，計画当局が，第 i生産単位への投入財投入割り当てとベクトル

を， Xin+j ( 0 ）ミミo_.I:xin+j三五Rn十jが満されるように伝達することである。即わ

ち， m。〔口） = (x7(o), x7 (o），…， Xn( 0）〕＝x-c日）

2. …） トこ

おいて計画当局から割り当てられた玄i( t ）の下での最大可能産出量X T （りか

ら第 n+ j財の限界生産力gin+j ( t ）を算出することで，形式的には，

In；〔t)=f (M。（ t) ; e;) =g；叶 j( t ) 

1 • プロセス・タイム t(t=O, 第 i生産単位の反応ルールは，

... , x1(t), ・・・, Xi(O), Xi と表記される。ここで， M。（ t)= (X1(0), X1(l), 

( 1 ），…， Xi(t〕，・・・， x;;:(o),x；；：〔 1），…， x;;:( t )) , e;=g，・

コントロール・ルールは，計画当局が各生産単位から伝達された限界生産力

に関する情報に依拠して各生産単位への投入財投入割り当てベクトノレを改訂す

ることである。形式的には。

M ( t) ; e o) = ex・; Ct十 1），…， x i ( t十 1) ' 

.. , x；；：〔t+ 1〕） =x-c t十 1）と表記される。ここで，

m。（ t+l)＝件（M。〔 t), 

t . 1 • ・・・，Tニ 0.n, ; 1 = 1, ・・・，

｝
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n+i=n十 l，…→ n十r' 1 • τ＝ 0, n, , I=  1, ・・, 

e 。＝R.t . ・．．， 

なお，投入財投入割り当ては次の改訂式に準拠して行われる。

I l I::g in+j〔t) 
iE区肘j(t) 

r g in+jC t ）ー（1/IKn+j(t〕
Xin+j(t)={ 

l 0 
(ViEKn+j ( t) 

ここで， lKn十J〔t) Iは集合Kn+j〔t〕の要素の数である。集合Ku+j(t）は次の

手続きに依って構成される。

( i〕特定の第n十 j財に対して， An+j( t ) = { i E I I九十j( t〕＞0｝とおく。

(ViEとK11+j( t ) ) 
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(ii) Av.(A肘 j(t)= Cl/lAu+iCt) I）乙gin十jC t ）を計算し， 1'$An+iCt）で
i己云An+i(t) 

{ i I i 倖An+j(t ) ｝に関して， gn+jCt）を最大するように iyを選択する。

(iii) g九＋j( t〕三三Av.(An+iCt ））ならば， Kn+j(t）ニAn+j(t）とし， gi'n+jCt) 

>Av.〔An+i( t ) ）ならば， A’n+iC t〕＝An+iCt）じ i’を1乍り， An+i(t）ニ

A’n+j〔t）として（ii〕の手続きを反復する。

上述の改訂式の意味するところは次のようである。第n十 j財に関して，そ

の限界生産力が当該生産単位全体での隈界生産力の平均値よりも高い生定単．位

に対しては，第n+j投入財割り当て量は増加され，その平均値よりも低い生

産単位Jこ対しては，第n+ j投入財割り当て量は減少される。又第n十 j投入

財に関してその限界生底力が上の平均値よりも低くても，第n十 j投入財割り

当て量がゼロである生産単位に対しては，第n十 j投入財割り当て量の減少を

ゼ、ロとする。

決定ルーノレは，計画当局が，各生産単位に対する修正された投入財投入割り

当てベクトルの下で，消費可能な産出物量，去討を最大にする，即わち社会的厚

生関数 u(y）を最大にするような各生産単位の最終生産計画を決定すること
である。形式的には，

m。（T)＝φ（M(T) , M(T); e 。）＝ (x1(T〕，・・・， X;(T），…， Xn(T））ニx(T)

と表記される。ここで， M。（T〕＝ {x;( r〕｝ヲ i=l，…， n ; r = O, I，…， 

t ' ・・・， T. 

M (T) = {gin+J （τ） } ; i邑 I，…， n;n+i=n+l, ・・, n+r; r"=Q, 

l，…， t，…， T. e oニR. このことは，制約条件，

I::xin+j=Rn+i (Vn+ j) 

X ；十＋jよ；0 (V n + j〕

Xi=gi(X；〕〔Vl己 I)

の下でu（討を最大にするピ（T）を見出すことである。
この時，次のようなヒール型資源配分機構の特性が保証される3）。

i ）上述の改訂式に準拠して修正される投入財配分の極限配分（Tを無限に

大きくした場合の投入財配分） は最適投入財配分の為の必要条件を満た
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す。即わち，

n , n+r n 
L=U (y) -1.;Pi (xT-gi (x－；－）〕三j Pn+j p::;x;-n+j-Pn+j) 

i -1 n十J-n+ I 1 - I 

とした場合，

l豆Pj with equality if y J > O (V j) 

pi gi且＋j三玉Pn+i with equality if x-;-n十J>O (Vn+j) 

が満される。

ii）投入財配分が上述の改訂式に準拠して修正される過程でほ，

U (Y ( 0) ）孟U(Y ( 1) ）豆一手U(Y ( t〕三去三三U(Y (T）〕

が成り立つ。

n 

iii) 孟JXJn+j(O) 三五Rn+i ならば，上述の制約条件が常に満される。

ヒーノレ型資源配分機構における誘因構造は次のようである。

ヒール型資源配分機構におけるT－評価ベクトル π？は，

π？＝π1 (Mo (T) , M (T) ) = (P1(T〕， P i(T），…Pn(T) , 

Pn+i (T) , ・・・，

=P(T) . 

Pn+r (T〕）

Pn+l, 

ここで， M。（T)= {Xi (T)}; i=l，・・， n，τ＝ 0' 1. .・， t • ・・・T.

M (T) = {gin+j (T)} , i = 1，…， n;n+1=n+1, ・・・， n十r; t = o, 

…， t ' ・ー， T. 

従って， T一報酬指標φ？は，

φ：＝（π1 (M0(T) , M (T)) • x;) = (P(T) ・ x;) (V i己 I)

となる。

ヒール型資源配分機構が適用される生産単位にとっての経済環境は非凸であ

るo X1をめ倍（c{.>1) した生産規模においても生産は技術的に可能であるか

ら， φじ＞Oである場合には第 i生産単位は無限に生産規模を拡大する性向を

有し，又 φ！くOである場合には第i生産単位は全く生産活動を行わないとい

う性向を有する。従って，第i生産単位の活動選択の範閤に制約を加える必要

がある。つまり，第i生産単位への投入財投入量に制限を画することに依って
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第 i生産単位の生産規模に制約を加えるのである。 Tー制約集合b：は，

bi= {xil-x；豆x7-x7(T)} = {xilx1註xr(T)} (Vi EI) 

で， 第 i生産単位にとっての活動選択の制約度は r(ViE I)である。 ヒー

ル型資源配分機構に組み込まれた報酬体系pは制約度r， 

P(T）であるような報酬体系である。

T－評価ベクトルが

このような報酬体系の下での第i生産単位にとっての個別的誘因に基づく期

待可能報酬は，

(b (T) • Xr(p) (T) ) =m主主φ｝=m'3.X (P (T) ・X1) ;x1Ebi(ViEI) 

である。 しかるに，決定fレールの結果としての X;(T）に対する報酬も

(P(T) . X;(T)) =ffi'3.X (P(T) • Xi) ; Xi Eb T (V i EI) 
で， P((T) • X1(p)(T)=(P(T) • x1(T））。従って X1(p)(T）；主主1(T)(ViEI) 

あるから決定ルールの結果は制約度rにおいて支持可能である。

計画当局による第i生産単位への投入財投入量割り当ては第i生産単位から

の当該投入財の限界生産力に関する情報伝達に依拠することから，第i生産単

位は当該投入財の限界生産力を過大に報告することで生産選択の範囲 CTー制
約集合〕を拡大することが可能となる。つまり，

g'in+J＝命（t)=/1(Mo(t)) >K1n+J=m1(t) =f  (M (t) ; eo) I 
(Vi EI) (V n + j〕

-0, 

bi =X1 (Mo(T) , M (T)) = {x; lxrミノミ1(T) } コbi

= {xilx7ミ：：；x7(T）｝，主1(T)>xr(T) } 

従って，

る。

ヒール型資源配分機構においては， pとfとの聞にCー偏侍性があ

〔注〕 1)Hurwicz〔5〕pp347-353.

2）乙の問題意識に沿って設計された資源配分機構として他にコールナイ (J.

Kornπi）・リプターク（T.Liptak）型資源配分機構がある。但し，との機

構は線型性を満たす経済環境への適用を想定している。これに対してヒール

型資源配分機構は非凸の経済環境への適用を想定している乙とからコールナ

イ・リプターク型資源配分機構よりも一般的適用性を有しているというとと
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ができる0 Kornai Liptak〔8〕．

3) Hurwicz〔5〕pp351-352.

3 ヴァイツマン型資源配分機構1)

ヴァイツマン型資源配分機構設計の発想は，既述の数量誘導型資源配分機構

設計発想の中第二の発想に依拠している。ヴァイツマン型資源配分機構はマラ

γボー型資源配分機構といわば対関係にあるといえる。つまり，マランボー型

資源配分機構においては各生産単位の生産可能集合の近似をその内側から行う

のに対して，ヴァイツマン型資源配分機構においてはその外側から行うのであ

る。

仮定1 当該経済を構成する主体は， 計画当局と生産単位 (I宮｛ 1 ' ... ' 

h …， n} ）である。

仮定2 各生産単位の生産可能集合 Xi(Vi己 I)は，有界，閉かつ凸であ

る。

仮定3 消費財ベクトルをy= (Y1，…， YJ，…， Yn），初期賦存ベクトルを

W=(W1，…， w h…， Wn），第 i生産単位の産出ベクトノレをXi，投入ベク

トルを玄7とし，投入財の数をrf悶（n+ 1，…， n+j，…， n+r〕と

する。

仮定4 産出許容集合をYとする。そこで定義される社会的厚生関数 U(y)

は，連続かっ下に有界である。

ヴァイツマン型資源配分機構における情報構造・意志決定構造は，次の様で

ある。

計画当局が， 各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）において各生産単

位に伝達する符号化され情報た問。（ t〕は，第i生産単位の生産計画で，それ

をも（ t ）で表わすと，

m。（T)= (q1(t），…， qi( t），…， qn( t) ) =Q( t ) 

であれそれが要素である符号の集合Mは，
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Mo= ｛問。Ct ) } = { q( t ) } 

である。

第 i生産単位が，各プロセス・タイム t(t=O, 1, 2, －）において， 計

画当局に伝達する符号化された清報例1C t 〕は，計画当局から伝達された生産

計画 qi(t ）が第i生産単位にとり生産可能である場合には， q1(t)EXiか否

か，生産可能でない場合には生産可能でない場合には生産可能点におけるLに

対する超平面T1(t ）で，

m1(t) =q1(t) (EX；〕 or m1(t) =T1(t〕（Qi(t〕をX;) ("Ii i E I) 

であり，それが要素で、ある或る共通の符号の集合Mは，

M=  {m;( t) } = {qi( t〕； T1(t)}

である。

初期ルールは，計画当局が，制約条件

n 

YEY, q;EX;, y手I;q;+w 
,-1 

の下で u（討を最大にする解 q1(0）を求め，それを各生産単位に伝達するこ
とである。即わち， m。（ 0)= (q1(0), ・， qi( 0〕，…， qn(0）〕＝q(0) 

第1生産単位の反応ルールは， プロセス・タイム t(t=O, 1, 2，…）に

おいて，計画当局から伝達された生産計画 qiCt ）が当該生産単位にとり生産

可能可能であるか否か，即わち， q1(t) EX；か否かを伝達することであり，

生産不能である場合には生産可能点におけるXiに対する超平面を伝達すること

で，形式的には，

i
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この接超平面Ti(t ）は，接点 Xi( t ）とそれに対応する法線引〔t）を定め

ると，

T1(t)={xlπi Ct) . X＝πi(t)・X；〔t〕｝

により決定される2）。さて， qi ( t〕に関して有効（efficient〕な生産点、引を

次のように定義する3）。 Q1={x I x孟q;( t ) ｝とするoX;EX；「lQrIこ対してx
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EX; nQiならば Px三五Px1となるような正の行ベクトルPが存在する場合，こ

のようなXiを割り当てqiに対して有効であるという．この定義を図示すると次

のようになる針。

＋ 
x; 

。
Xi 

一一一「 q;( t) 

XI 

すると，上述のT1( t ）の存在は次の命題により保証される。

II • 4図

命題5l Xiをqiに関し有効な生産点とする。その時，むを通る法線πiをもち，

性質

i ）π1詮 O

ii) qiJ＞宜;j ならば 11:u>o 

iii〕xEX1 ならば （πi • x）三五（πi"X1) 

iv) （π1・X1）く（π1・qi)

を有する超平面が存在する。

コγ トロール・ルールほ，計画当局が，第i生産単位の生産可能集合xiを極

力精確に近似をすることである。形式的には

問。（ t+l)＝件（M。（ t〕， M ( t〕； e。） =X;( t十 1) 

と表記される。ここで， Mo( t) = (q1〔0), q1〔1），…， q1( t〕，…，

qi(O), q1(l），…， qi ( t ），…， qバ0) , qn( 1 ），…， qn( t〕），

M ( t ) = (X1 ( o) , X1 ( 1〕，…， X1(t），…， X1(0),Xi(1), 

X;( t），一， XnCO) , Xn( 1 ），…， Xn( t）〕， e0=(Y, U, w) . 

これは初期ルールと同様の手続きで行われる。 X1(t十 1）の存在は次のように

説明される船。 H；〔t〕を接超平面 T1( t）で定義される間半空間とすると，

Hi( t ) = {q(t) Iπi ( t）・q(t ）三三π1Ct)・x1Ct〕｝， X1CH1( t) であるからX1
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に対する新な近似として， Xi( t十 l〕＝Xi(t)nHi(tJを用いることができ

る。もし， qi(t〕εxiであればXi(t十 1) =X;( t ）である。

上述の内容は次の様に図示される7）。

x, 

X,(t）、

T,(t) 。 xi JI • 5図

決定ノレールは，計画当局が継続期間に蓄積した各生産単位の生産可能集合に

ついての近似的知識に依拠して各生産単位の最終生産計画を決定することであ

る。形式的には，

m。（T)=<1> (M。（T〕， M (T) ; e 。） = (x1(T），…， Xi〔T), 

Xi(T) ) =x(T) 

と表記される。ここで， M。（T)=(q1(0),q1(l），…， q1(t),・・・, q1(T), qi〔0〕

qi( 1），…， qi〔t), ・・・, qi(T), ・・・, qn( 0 ), qn( 1），…， qn( t），…， qぷT)), 

M(T) = (X1（口） , X1(1），…， X1〔t），…， X1(T), ・・・, X;(O), X;(l），…， 

Xi( t），…， X;(T），…， Xn(O), Xn(l〕，…， Xn(t〕，…， Xn(T)), e 0= 

(Y, U, w) . 

このことは次のようにいうことができる。即わち，制約条件

y(T)EY 

X;(T〕EXi(T) (Vi EI) 

n 

y (T) 三五I::xi+w 

の下で，社会的厚生関数U(y(T））を最大にする。

この場合， X;(t）の作り方からTを十分大きくすると，

Xi<:;・・・<:;Xi(T) <:;-・・<:;Xi ( t + 1) <:;Xi ( t）三…豆Xi(1) SXi〔0)

で， U*(y）をU(y(t 〉）の最適値とすると，
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U*(y）孟…三玉U,(Y(T〕〕壬・三五U(y(t + 1 ））孟u(y( t ) ）孟U(y( 1 )) 

三三lT(Y( 0 )). 

である。 しかしながら， Xi=Xi〔T) であることが必nずしも保証されないの

で， y (T）三五:Z:::x1+wは必ずしも成立しない。

ヴァイツマン型資源配分機構における誘因構造は次のようである。

ヴァイツマン型資源配分機構におけるT－評価ベクトルπ？は，

π？＝πi (M ( T) , Mo ( T) ) ＝πi (T) (Vi EI) 

となる。ここで， Mo〔T)=(q1{0), q1(l），…， q1 ( t ），…， qJ(T) ' 

qi( 0〕，…， qi(l), ・・・, q1(t), ・・・, q;(T), ・・・， qu(0 ), qn( 1），…， qn( t ), 

…， qll〔T〕） , M (T) ＝〔X1(0), X1(1), ・・・, X1(t），…， X1(T) , 

Xi(O),Xi(l〕，…， Xi(t），…， Xi(T），…， Xn(O), Xn〔1），…， Xn( t〕，

一， L〔T)) .従ってT一報酬指標φ？は

φ？＝（π1 (Mo(T],~[T ]) • Xi〕＝（π1(T)•Xi); XjEXi (Vi E J〕

となる。

さて，初期ルール，コントロール・ルールから分るように計画当局は第i生

産単位の生産活動領域に直接制約を加える。従って， T 制約集合bTはn+

C n + r）個の不等式からなるから，第 i生産単位の活動選択の制約度はn+

(n十r〕 (V iιI)である。 ヴァイツマン型資源配分機構に組み込まれた報

酬体系pは制約度n十（n十r),T一評価ベクトノレが πi(T〕であるような

報酬体系である。

このような報酬体系下での第i生産単位にとっての個別的誘因に基づく期待

可能報酬は，

（π1(T) ・ Xi(p) (T)) =max c/>i =m江（πi(T)•Xi); XiEX1円bi(ViEI)

である。しかるに，決定／レールの結果としての X1(T）に対する報酬（πi(T〕－

X;(T））も

（πi(T) ・ X1〔T）〕＝ mヨX Cπi(T)x;);x1EXinbT (ViEI) 

で， 〔πi( T) ・ Xi (p )( T) ) = （πi(T). Xi-CT)) .従って， X1(p〕（T〕ミxi(T)

(Vi EI）であるから， 決定ルーノレの結果は制約度n+ (n十1〕において
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支持可能で、ある。

ヴァイツマン型資源配分機構においては， pとjとは両立的である。

〔注〕 1)Weitzman〔14J. 

2 ）同［14〕p56.

3）同〔14〕p56.

4）同〔14〕p57.

5 ）同〔14〕p57.

6）同〔14〕p56.

7）同〔14〕p55.

むすび：資源配分機構設計の今後に残された課題・問題点

- 97 -

Eの資源配分機構設計諸例から明らかとなった次の二つの問題点をいかに解

決するかが，資源配分機構設計の今後の課題である。 ( i ）資源配分機構は適

用される経済環境によりその機能が制約される。 (ii）各生産単位の個別的誘

因を完全に満足する，即わち， T－制約集合の制約度がゼロでかつ報酬体系と

反応ルールとが両立的である誘因構造を備える資源配分機構は来だ設計されて

いない。 C i〕に関しては特に非凸の経済環境で十全の機能を発揮する資源配

分機構の設計が課題となり， (ii）に関しては個別的誘因に適うような理想的

誘因構造をもっ資源配分機構の設計が課題となる。

以下，資源配分機構設計に関するいわゆる超越的反省に基づく今後に残され

た問題点を挙げることとする幻。

資源配分機構設計は，その本来の問題意識からして新な体制構築又は体制変

革，改革と密接不可分の関係にある。そこで，設計された資源配分機構が，現行

資源配分機構（体制〉との聞にいかなる差異を有するのか，その差異が何故生

起するのか，そして現行資源配分機構からのし、かなる移行のプログラムを持っ

ているのかということが肝要な問題となる。 EにおL、て示した資源配分機構設

計諸例に見られるように，それ等は社会主義体制〔計画当局により経済の資源

配分が制調される資源配分機構三体制という意味で〉の枠組みの中での機能改

善に主眼を置いている。そこでは暗黙のうちに資本主義体制と上述の意味での

社会主義体制という既存二体制が前提とされているが，両体制の本質的差異，
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及びそれが生ずる契機は不明のままであり，又移行のプログラムについても触

られてはいない2）。更らに，同じ社会主義型資源配分諸機構設計の場合にもそ

れ等諸機構設計聞の差異が生起する社会・経済的背景は不明であり，又各々の

資源配分機構設計が要請される社会・経済的背景も不明である。

Eにおける資源配分機構設計の諸例は，資源配分機構そのものを可変と看倣

すと＼，、う発想については新古典派経済学を超越する性格を持ちながらもその手

法を新古典派経済学の骨格理論である静学的一般均衡理論から借用するという

矛盾を内在している。上述の手法は機能主義的手法と称せられるが，それは資

源配分機構を「機能の束」 4）としてとらえ，あらかじめ規定された内容の機能

の比較分析を主眼とする。従って，この手法に依る限りある内容をもっ機能を

何故当該資源配分機構が持つに至るかについては説明不能である。

本稿では現行のパラダイムに依拠して情報構造を骨格構造として資源配分機

構をとらえたが，そこでの鍵概念は情報であった。その情報は（物〕財の価格，

数量を示すものであったが，情報が情報となり得る為には財とは何かについて

あらかじめの約束ごとが必要である。特定資源配分機構には特定内容を持つ情

報が用いられるが，その情報は他の資源配分機構における適用可能性を無前提

には保証されていないのである。 従って， 新な資源配分機構においては改め

て情報内容を規定する為の機構が必要になるとし、う奇妙なことがおこるのであ

る。

資源配分機構が十全に維持され得る為には報酬体系と経済活動に関する個別

的誘因とが両立的でなくてはならないが，本稿において展開された報酬体系の

全てが物的評価に換算可能な要因のみを対象としていた。しかしながら，いか

なる経済といえども構成主体の誘因を促する要因は必ずしも物的報酬〈貨幣的

報酬〉に限定されるものではないであろう。詳細に論んずる余裕は最早残され

ていないが， 非市場資源配分機構設計の今後の意義が， 商品交換制御を主た

る課題とする市場機構に対して広義の再分配制御を主たる課題とす6機構を構

築，普遍化させることにあることからして（近代合理主義に立脚する近代西欧

市場システムの止場〉，情報内容の経済範庸から政治範曙，文化範鴎への拡大

が要請される。
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〔注〕 1）以下の叙述は，村上ー西部〔10〕ppl-31,pp275-30,HC依拠している。

2〕但し， Lange〔8〕は例外である。

3）従来の資源配分機構設計という発想が，いわゆる「空想的社会主義j者を

その鳴矢としている（まえがき〉 ζとからすれば，このζとは当然の帰結か

もしれない。

4）村上一西部〔10〕p15.
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